
国税庁における
 

e-Tax普及の取組とＸＢＲＬ

19年３月
国 税 庁



1 国税電子申告・納税システム（e-Tax）の概要　 ・・・ 1～2

2 e-TaxとXBRL ・・・ 3～5

【参考】国税総合管理（KSK）システム ・・・ 6

3 IT新改革戦略と国税庁の対応 ・・・ 7～8

4 e-Taxの利用状況 ・・・ 9

　 【参考】国税庁ホームページのアクセス件数の推移 ・・・ 10

【参考】確定申告書等作成コーナーのアクセス件数の推移 ・・・ 11

【参考】タックスアンサーへのアクセス件数の推移 ・・・ 12

5 e-Taxの普及に向けた取組 ・・・ 13～14

・・・ 15

6 ・・・ 16

7 ・・・ 17

8 税理士事務所の業務とe-Tax ・・・ 18

9 広報関係資料 ・・・ 19～20

目 　次

【参考】電子証明書を有する個人の電子申告に係る所得税額の特別控除制度の創設(案)

国税庁ホームページを利用したe-Taxによる所得税の申告･還付の手順

会計･税務関連のシステム･ソフトの利用形態とe-Taxへの対応パターン



１
 

国税電子申告・納税システム（e-Tax）の概要

（１）e-Taxの概要

納税者
・住基ｶｰﾄﾞ等の取得
・電子証明書の取得
・ＩＣｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞﾗｲﾀの取得

税理士

インターネット

受付システム

委任

税務署

申告データ等の送信

インターネット

金融機関
（日銀歳入
代理店）

納付データの送信

政府預金
への入金

日本銀行

ＡＴＭ

マルチペイメント
【電子納税】

・インターネットバンキ
ングやATM ネットワーク
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(2) e-Tax を利用できる手続 

① 所得税、法人税、消費税、酒税及び印紙税に係る申告 

② 全税目の納税 

③ 申請・届出等（電子納税証明書の発行を含む） 

 

 

(3) これまでの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

16 年 2 月 2 日 

     6 月 1 日 

名古屋国税局管内において運用を開始 

 全国に運用を拡大 

受付時間の拡大（平日 9：00～18：00 ⇒ 9：00～21：00）   11 月 22 日 

開始届出手続のオンライン化の運用開始   18 年１月 4 日 

国税関係手続の「オンライン利用促進のための行動計画」の公表 

19 年１月 4 日 電子署名の一部省略等の運用開始 

      3 月 31 日 
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・ 平成16年３月

２　e-TaxとXBRL

（１）　XBRLの採用

・ 平成14年11月

・ 平成15年４月

国税庁は、e-Taxの法人税関係の申告に添付する財務諸表の

形式をXBRLとすることを発表

国税庁は、e-Taxソフトの仕様初版を公開し、XBRL Japanが

公表する税務用財務諸表タクソノミを使用することを規定

・ 平成15年７月 XBRL Japan 第6回シンポジウムにて、電子申告用のサンプル

タクソノミの実演

XBRL Japanは、税務用財務諸表タクソノミの初版を公開

e-Taxにおいて、法人税申告書の受付開始（名古屋国税局管内）

・ 平成15年10月
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申 告 書

 貸借対照表

 各事業年度の確定した決算に基づく申告書  損益計算書

　（別表一～二十一）

 及び付表

 勘定科目内訳明細書

 事業概況書

 各課税期間の消費税及び地方消費税の申告書

 及び付表（付表１～６）

（２）　法人税・消費税の確定申告書作成に必要な情報

 株主資本等変動計算書若しくは
 社員資本等変動計算書

財
務
諸
表

消費税

添付書類

そ
の
他

法人税
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・　個別注記表

・　貸借対照表

・　損益計算書

（３）　e-Taxで添付できる財務諸表（XBRL形式）

・　損益金の処分表

・　株主資本等変動計算書

・　社員資本等変動計算書
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全国オンライン処理方式

申告書のOCR入力

【卓上ページプリンター】 【ワークステーション】

コンピュータセンター

税務署

納 税

 
証明書

 

納 税

証明書

オ
ン
ラ
イ
ン

オ
ン
ラ
イ
ン

【OCR機器】

【参

 
考】

 
国税総合管理（KSK） システム

バックアップセンター

国税庁事務管理センター

申
告

書
申

告
書

（納税者）

札幌局

仙台局

関東信越局

金沢局

名古屋局広島局

高松局福岡局

熊本局 沖縄事務所

東京局

大阪局

KOKUZEI SOUGOU KANRI
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（１）

 
政府のIT新改革戦略（2006年1月）のキーワード

①ITのもつ社会構造を変革する力（ITの構造改革力）を駆使

（イ）基本理念

②高度情報通信ネットワーク社会の形成

③国民生活及び産業競争力の向上

（ロ）政府が目指すもの

①世界最先端のIT国家

②世界最高水準のインフラ

③世界一便利で効率的な電子行政

④IT経営の確立による企業の競争力強化

⑤世界一安心できるIT社会

⑥デジタル・ディバイドのないインフラ整備

⑦世界に通用する高度IT人材の育成

⇒世界のフロントランナー

等

⇒オンライン申請率50％達成

⇒ITによる部門間・企業間連携の強化

⇒不正アクセス等サイバー犯罪の撲滅

⇒いつでも、どこでも使えるユビキタス化

⇒高度IT人材育成機関の設置

⇒高度情報通信ネットワークのグレードアップ

３

 
IT新改革戦略と国税庁の対応
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オンライン利用率の目標
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（２）

 
国税関係手続の「オンライン利用促進のための行動計画」（平成18年3月決定）
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2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

国税関係手続のオンライン利用件数（目標） 110 167 456 1,246 2,859

国税関係手続の合計件数 約 5,800



16年度 17年度 18年度

（16/4～17/3末） （17/4～18/3末） （18/4～19/1末） （17/4～18/1末） 対前年比

71 238 985 123 801%

62 145 413 84 492%

所 得 税 申 告 19 35 3 0.6 500%

法 人 税 申 告 18 32 64 27 237%

消 費 税 申 告 16 43 73 28 261%

源 泉 所 得 税 徴 収 高計 算書 4 18 61 14 436%

法 定 調 書 （ 合 計 表 ） 4 14 196 13 1508%

そ の 他 0.7 3 17 2 850%

e-Tax利用件数

うちオンライン利用促進対象手続分

４　e-Taxの利用状況

（参考）

（単位：千件）
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【参

 
考】

 
国税庁ホームページのアクセス件数の推移

（単位：千件）

8,119
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20,042

43,116

77,760
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0

4,000

8,000

12,000

16,000

2002年分 2003年分 2004年分 2005年分

【参

 
考】

 
確定申告書等作成コーナーのアクセス件数の推移

（単位：千件）

3,334

5,180

10,235

14,593
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0

10,000

20,000

30,000

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度

電話音声・ファクシミリ

インターネット

【参

 
考】

 
タックスアンサーへのアクセス件数の推移

12,277

16,335

19,980

26,615

29,652

1,034 697 491 347 230

（単位：千件）
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５ e-Tax の普及に向けた取組 

 

(1)平成 18 年度に実施した措置等について 
 

○ 税理士を通じて電子申告を行う場合の納税者本人の電子署名の省略 

【平成 19 年 1 月から実施】

 
○ e-Tax ソフトのダウンロードによる提供 

【平成 18 年 10 月から実施】

 
○ 電子申告による還付金手続の早期化（通常 6 週間→3～4 週間へ） 

【平成 18 年 11 月から実施】

   ○ 所得税の確定申告期における 24 時間受付 
【平成 19 年 2 月～3 月に実施】
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（2）平成 19 年度税制改正・予算案について 
 

 

                     

 

○ 電子認証の普及拡大の観点から、電子証明書を取得した個人の電子申
告に係る所得税額の特別控除の創設 

 
○ 個人の電子申告における医療費の領収書、給与所得の源泉徴収票等の

第三者作成書類の添付省略 
 

○ 電子申請等証明制度の創設 
 

 
                    ●は行動計画から追加した事項を示す 
 

○ 国税庁ホームページ「確定申告書等作成コーナー」から直接電子申告を 
可能とするためのシステム改善 

 
● 来署型電子申告の導入 
 

● 電子申告研修会や税務相談等の開催 

平成 19 年度税制改正の主なもの 

平成 19 年度予算案の主なもの 
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1 　パソコン等の準備

・

・
1 1 1 　e-Taxへの送信

2

2 ・

・

・ 2 3

（添付書類がある場合）

・ 　暗証番号の変更 ・ 　送信
3 ・ 4

・ 　電子証明書の登録 （来年用にデータを流用する場合）

・ 　登録のための送信
4 　ＩＣカードリーダライタの購入 5 ・ 　即時通知の確認

・ 　即時通知の確認
5

2 　受付結果の確認

・

・

・ 3 　受付結果の確認

・

・

・
6

・

・ ・

・

・ ・
3 　添付書類の郵送等

・
7 ・

・

　Windows（XP又は2000）

　Mac（OS 10.4 Tiger）

　開始届出書の提出

　電子証明書の登録内容の確認

（取得した電子証明書に対応した
機種か確認）

　ＩＣカードリーダライタのドライ
バのインストール

（e-Taxホームページから提出可
能）

　Internet Explorer（Ver6.0）

　公的個人認証サービスに基づく
電子証明書の取得

　利用者識別番号と暗証番号
の受領（郵送）

　利用するソフトのバージョン確
認

　e-Tax受付システムにログイ
ン

【e-Taxホームページ】

「電子申告用データの送信」画面

「初期登録（新規）」画面

　利用者情報の初期登録

　提出方法の選択

　送信票等の印刷

　作成データの作成・保存

　電子申告用データの作成・保存

【e-Taxホームページ】

　受付結果（受信通知）の確認

（利用者識別番号と暗証番号
の入力）

　メニュー画面からメッセージ
ボックス一覧表示を選択

　メッセージボックス一覧表示
から詳細表示を選択

　電子証明書をＩＣカードリーダ
ライタに接続し、付属ソフトを
起動

（利用者識別番号と暗証番号
の入力）

　Java（JRE5.0 Update6又は
Update7）

　メッセージボックス一覧表示
から詳細表示を選択

　電子証明書のソフト（Ver2）
のインストール

　受付結果（受信通知）の確認

　e-Tax受付システムにログイ
ン

　メニュー画面からメッセージ
ボックス一覧表示を選択

「受付結果（受信通知）の確認について」
画面

　Adobe Reader（Ver7.0.1以
上）

　電子申告用データの読み込
み

【確定申告書等作成コーナー】

「平成18年分　所得税の確定申告書作
成コーナー」画面

【e-Taxホームページ】

「ルート証明書のダウンロード及びイン
ストール」画面

【e-Taxホームページ】

　ルート証明書のインストール

（電子申告を選択）

　申告書の作成

６　国税庁ホームページを利用したe-Taxによる所得税の申告・還付の手順

　作成コーナーで印刷した送
信票に添付書類を添えて、所
轄の税務署へ提出

　電子署名付与

（電子証明書の暗証番号を入
力）

「受付結果（受信通知）の確認について」
画面

　ドライバ等のインストール

　納税用確認番号の登録

（利用者識別番号と暗証番号
を入力してe-Tax受付システム
にログイン）

（利用者識別番号と暗証番号
を入力してe-Tax受付システム
にログイン）

【確定申告書等作成コーナー】

事前準備 初期設定 申告書の作成 e-Taxへの送信

（http://www.nta.go.jp）

初回のみ 毎年
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手入力

データ連携 データ連携
市販ソフトへの組込み

データ連携
市販ソフトへの組込み

データ連携 データ連携

データ連携
税務システム・ソフトへの組込み

データ連携

⑤

会計・税務の市販ソフト 電子申告専用ソフト

会計・税務の市販ソフト e-Taxソフト

変換ツール社内システム（業務） 会計システム・ソフト

電子申告専用システム、ソフト

ｅ
　
│
　
Ｔ
　
ａ
　
ｘ

７　会計・税務関連のシステム・ソフトの利用形態とe-Taxへの対応パターン

税務システム・ソフト

変換ツール

e-Taxソフト会計・税務の市販ソフト

税務システム・ソフト e-Taxソフト

社内システム（業務） 会計システム・ソフト

市販ソフト利用（税理士事務所に提供されているソフト・システムを含む）

個別構築型

混合型

⑥ 社内システム（業務） 電子申告に対応した大企業向けの市販会計・税務システム・ソフト

①

②

③

④
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(1)　国税庁ホームページ（「イータックス特集」ページ）
９　広報関係資料
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(2)　国税庁ホームページ（「確定申告特集」ページ）
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